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3) 高橋亀吉「明治大正産業措置史Jpp. 306-31Zo 


























4) 高橋誠「明治財政史研究Jpp. 220-2276 
5) K. Ohkawa， and H. Rosovsky， A Century of Japanese':Economic Growth， in W. W 

















争の影響壱受けて， 37年には遂に 300社あまり減少する有様であったが， 39年
にふたたび増勢に転じた会社企業は，爾後年々堅実な足取りで増加し，払込資
本金文は山資額の増加割合は社数のそれを越えた。すなわち第1哀が示すよう











総 数 商 業 工鉱業 運輸業
社 数 I払又込は資出本資金額 社 数 I払又込は資占本資額金 社 数 I払:又込は資出本資金額 社 数 I払又込は資出本資金額
明治31 B，913 931，292 5，609 455，823 2，384 162，836 682 309，412 
38 日，006 975，837 5，630 466，404 2，449 189，414 696 316，649 
39 9，329 1，069，706 5，840 500，589 2，545 246，868 694 317，379 
40 10，087 1，114，228 6，197 569，486 2，847 381，815 734 150，891 
41 10，720 1，215，387 6，555 596，703 3，065 110，857 768 164，758 
42 11，549 1，367，164 6，941 634，441 3，425 542，280 814 175，690 
43 12，308 1，481，401 7，394 687，92 3，672 580，118 856 196，597 
44 13，031 1，549，964 7，183 735，749 3，921 629，543 905 166，63 
大正 1 13，887 1，756，610 8，004 864，440 4，403 677，795 1，005 188，041 
2 15，406 1，983，232 8，813 931，216 4，961 814，304 1，136 210，061 



































14年， 19-22年， 日清戦争直後， 日露戦争，第1次世界大戦中，および昭和
初期企業勃興期に，それぞれいわゆる泡沫現象が起っているが，前掲の日本銀






















次 実 数 I年に首対会す社る総%数 実 数 I年iこ肯対会す社る総%数
明治38 235 2.64 15 0.17 
39 432 4.80 13 0.14 
40 661 7.10 20 0.21 
41 414 4.11 17 0.17 
42 513 4.79 15 。14
43 470 4日7 19 0.16 
44 599 4.87 24 0.20 
大正 1 840 6.45 41 0.31 
2 845 6.09 44 0.32 
3 685 4.45 38 0.25 






























明29-33 1，000 468.0 71.7 57.0 106.5 9.6 66.8 220.4 
34-38 1，C日。 38雪9 94.2 465 113.3 12.5 122.6 227.0 
39-43 1，000 278.3 77.5 51.3 124.6 10.8 227.9 229.6 
44-大4 1，000 205.3 72.0 33.8 107.2 6.8 400.6 174.4 
大5-9 1，000 205.6 113.8 37.8 141.3 6.0 267.5 228.0 





10) 高橋亀吉「韓国企突の史的発展」昭和田年， pp. 210-2-10 
11) 向上I pp. 196-197。
12) 向上.p. 550 
13) 内閣統計局嗣，前掲書.p. 6。
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第 4表向 上(指数)
年末|総数|紡織l機枕器具|窯業|化学|印刷製本|雪九重|其他
明29~33 100 100 100 1口O 100 100 100 100 
34-38 139 114 183 123 148 181 256 143 
39~43 298 177 322 268 349 337 1，019 311 
44~大4 574 252 576 339 578 404 3，115 454 
大5-9 1，683 741 2，668 1，116 2，238 1，059 6;ケ55 1，745 









































ビ γ時代が到来するや，その製作品着手して 1番機を汽船「さくら丸J (明
治 41年竣功)に装備した。 川崎造船所においても， 41年に米国のカーチス社
と， 44年に英国のジョ γ ・プラウ γ社と，それぞれターピン製作に関する技術
提携契約を結び， まず戦艦「河内J用のカーチス・ターピソの製作に成功し
(明治44年)，ついで自製のプラ γ.カーチメ、・ターピyを巡洋戦艦「榛名 J(大
14) 工学会編「明浩工業史」機械編.pp. 5-60 


























15) [川崎重工業株式会社社史Jp p.360-366c 






















日清戦争後の 10年聞に，前者2日3，588ト:/(31.1 0/0)， 後者450，437ト:/(伺9
4も)であったものが，日露戦争後の 10年間には，前者497，062トγ(60.1%)， 
後者 330.485 ト γ(38.9~も)となっている問。船の犬きさや速度その他の点で，
先進国の造船業にほぼ比肩しうる域に達していたことは，いうまでも tJ:い。
[3) 鉄鋼業 明治34年に 5万トン台であったわが国の銑鉄生産量は，大
正2年には 24万ト Yに増加し， 同じ期間に鋼材生産量は 6，000トYから 25万
18) r現代日本産業史」第4巻，造船;p. 135以下。
19) 星野芳郎「現代日本技術史概説Jp. 95所引。
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r:/に飛躍した。それでもとうてい需要に応じる己とができず，34年に16万ト
γであった鋼および鋼材の輸入量は，日露戦争後増加速度を増して，大lE2年
には 50万ト γ近くに上った。 このような需要増加速度は全般的な機械製造
業，とりわけ造船業の発達によるところであり，したがって，八幡製鉄所に導
かれつつ，民間企業の勃興が促がされた。


















[4) 化学工業同 明治 20年ごろから，肥料需要の増加を基礎に，逸早く
20) 以上， r日本鋼管悼式会社主 I年史jp. 19以下による。
21) r満州開尭四寸年史」下， p. 4540 
22) r世宜金属工業六十年小史jp 倒。
23) r川崎重工業株式会社社史Jp. 910， 
24) 主として中村忠 「日本産業の企業史的研究Jpp. 22-58による占




























日露戦争第1抗犬職聞の日本経済 (15} 15 
会社が設立される状態であったが，それにしても，日露戦争・第l次大戦聞は，
このような近代化学工業が発足したという意味で，注目すべき時期であった。




















































































































29) 会川英E綱「日本の大会社一企業発展の桂昌戦略Jpp. 43-440 
30) r日本興業組行五十年史Jp. 38。
31) 同上， p. 380 
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第5表会社債発行高(単位 100万円) 見方をすれば，銀行制度がかなり整備した
年次|公債 1金融債|事業債
明治38 1.122 11 1 
39 323 15 23 
40 279 17 50 
41 98 32 42 
42 431 10 10 
43 567 54 37 
44 24 8口 73 
士1E1 1 76 15 
2 137 45 38 











(2 J 外貨 日露戦費総額15億8百万
円は， 一部増税による外は， 公債および借入金によって賄われたものであっ






















であった。また明治~7年末に 9.700 万円に減じていた在外正貨は. 39年末には
4億 9.400万円に激増しその後漸減したとはし、え，大正2年末現在において














在的に見ょう邑する立場からすれば， むしろ大川氏の ncw phase論に与み
せざるを得.t~， 、。もしそれロ月トウの階段説に従うならば，日本の経済が離陸
32) r日米文化交渉史」第2巻，通商産業編， pp. 401-406。
3'3) W. W. Rostow， The Stages 01 Economic Growth， 1960， p.38 







し，機関.i'主権を自給しう Zにいた η だのみで，他の部門では，た任えば電気
機械類や工作機械類のように，ょうや〈発展の少年期を迎えたにすぎなかった。
近代化学工業にいたっては，その状態を幼年期になぞらえることもできょう。
その間にあって，電力事業が急速に成長したことは，まことに注目すべきであ
る。このようにして，日露戦争後，戦前期とちがっ、て，近代産業の諸部門が，
不揃いではあるが並んで成長してきたところに，この時期の特徴が見出される。
第1次大戦にさいして，生産力・輸出力をにわかに高めることができた基礎は
ここにあり，同時に，その大戦にさνして，内外の需要が，近代諸産業の急速
な成長に拍車をかける結果となりえたゆえんも，そこにあった。
日露戦争後の経済発達の特徴が以上の点に見られるにしても，それを可能に
した資本や資金の面を見ると，個々の企業は信用に，わが国全体としては外資
に，多くを依存したという特徴があった。このことは，もちろん，内にあって
は金融機関および金融市場の整備，外に対しては国際信用の向上を前提として，
はじめて可能であった。己の前提の成立自体，成熟への推進段階のー内容とす
べきであ右が，同時に，それは経済の二重構造状態を顕著にするゆえんでもあ
りたことに，思壱致すベきであろう。
成熟への推進段階であるかどうかを厳密に規定するためには，さらに当時の
企業家の態度，会社企業の組織・経営，雇用関係や労働組織などを併せ見なけ
ればならないが，その研究は後日に譲りたい。
